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鹿児島市の概要
◼ 人口 ／ 586,496人 （令和6年1月1日現在の推計人口）

◼ 学校数 ／ 小学校：７８校、中学校：３９校、高等学校：３校 計120校 （令和６年４月８日現在）

◼ 児童生徒数 ／ 小学校：29,553人、中学校：15,502人、高等学校：1,950人 計47,005人

鹿児島市教育振興基本計画（令和４年度～）

第５章 本市の教育施策（抜粋）
(2)変化の激しい社会で児童生徒が成長していくために、個性と能力を伸ばす教育を推進する。
学校において蓄積された教育実践とICTを効果的に活用した新しい教育技術のベストミックス

を図り、児童生徒の発達段階に応じた情報活用能力の育成など情報教育を推進する（以下、略）

鹿児島市長マニフェスト
【No.52】IT 関連教育を推進します。
希望する地域・学校がプログラミング教育など IT 関連教育を行えるよう、教育内容や講師等の
環境整備を行い、支援を行います。

【No.53】教育に、IT・インターネットを積極的に活用します。
教育に、PC やタブレット端末の活用や、インターネット経由での教材配信など、

IT・インターネットを積極的に活用し、ひとりひとりに合った、より質の高い教育を目指します。
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本市におけるスタディログ活用の目的

③ いじめ・不登校等の課題に対する早期対処の実現

（生徒が安心して学べる学級風土や学級経営、友達との関係性ができている状態）

スタディログ活用の目的

① 一人一人の特性に応じた学びの実現

（生徒個々の性格特性、認知特性、生体特性に応じた学びの機会が提供できている状態）

② 主体的な学びの実現

（生徒一人一人の主体的な学びが実現しそれが対話的で深い学びにも繋がっている状態）

指導・支援の手法に関する設計・実行・見直し
調査・分析すべきデータ項目の設計・見直し

スタディログ等の教育データ

スタディログ活用の
目的達成に向けた

取り組み
教育データから指導・支援に対する効果を確認 支援が必要な児童・生徒の発見

鹿児島市 教育目標
鹿児島市に誇りを持ち、これからの時代に必要な生きる力を養い、心身ともにたくましく、学び続ける人

材を社会全体で育成する （出典）第二次鹿児島市教育振興基本計画
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https://www.city.kagoshima.lg.jp/kyoiku/kanri/kysoumu/kosodate/gakko/kekaku/documents/zentai.pdf
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非認知能力や主体的・対話的で深い学びの実現状況の把握

② 主体的な学びの実現
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５段階で回答学校教育の経験

非認知能力や主体的・対話的で深い学びの実現状況の把握

② 主体的な学びの実現
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単元内自由進度学習の実施前後の比較

１学期 ２学期

デジタル庁「令和５年度教育関連データのデータ連携の実現に向けた実証調査研究 Ⅱ スタディログの調査研究」
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非認知能力や主体的・対話的で深い学びの実現状況の把握

② 主体的な学びの実現
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文部科学省「教育データの効果的な分析活用に関する調査研究」事業（令和５年度）

児童生徒と教員の信頼関係（学調回答結果）に関する分析

各学校におけるICT活用状況（各ツールの平均DAU）と信頼関係（学調回答結果）に関する分析を実施し散布
図で可視化

以下の通り、信頼関係があると回答した割合が大きい学校ほど、ログイン率が高いという弱い相関がみられた。
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教育データを教育行政の施策の検討に活用

授業支援システムログイン率（％）

授業支援システムログイン率（％）に対する学調回答率
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